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１．はじめに
OECDに加盟する、いわゆる「先進諸国」では、
34カ国約12.5億人の人口のうち、移民が1億を超え
ており、2000年代の10年強で約3割増加した（OECD 
2015:11）。先進諸国における移民の割合やルーツ、
バックグランドは歴史的文脈により多様であるが、
20世紀末以降移民の占める割合は増加を続け、移
民とホスト国市民との間の衝突や移民をめぐる議
論は拡がりつづけ、特に旧西側諸国では、移民排
斥を支持するポピュリスト政党が台頭している。
OECD（2015）によれば、移民の割合と社会的
統合の進展には相関関係はみられないが、移民を
高い割合で受け入れている国の方が統合を良好に
展開させている傾向が幾分あるという（OECD2015, 
11）1。しかし、静態的にみればそうでも、動態的
には状況は変わってくるだろう。異なる文化的背
景を持つ移民の数や割合が増加すれば、既存の価
値観や文化、社会システムに変更を迫られること
への不安感がホスト国市民の間に増幅する。長い
年月をかけて歴史的に統合を図ってきた国でも、
20世紀末以降の人口移動のグローバル化の急速な
展開の中で刻々と状況が変化する。移民をめぐる
軋轢が一触即発状態となる。結果として、社会的
連帯への支持が失われていく（Finseraas 2012:23-
45）。
このような状況は、北欧諸国も例外ではない。
北欧諸国における人口に占める移民の割合は、
2012年現在でスウェーデンの27.8％からフィンラ
ンドの7.7％の範囲にある2。先進諸国間では中程度
またはやや低い水準である（図１参照）。しかし、
1990年代以降受け入れる移民の数が急増している
ことが特徴的である。
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図１　OECD諸国における移民割合（OECD 2015）
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図２　北欧諸国における人口流出入の変遷
出所：Roger Andersson et.al.,（2010）
北欧型福祉国家は、積極的なリスク共有志向と
完全雇用を前提とした高度な所得再分配等によっ
て特徴づけられてきた。そのための予防的かつサー
ビス（現物）給付中心型の普遍的社会政策が、比
較的経済的平等度の高い社会を実現させてきた。
普遍的社会政策は移民に対しても比較的寛大な態
度を見せてきた。しかし、その状況は変わりつつ
ある。北欧の普遍的福祉国家は、歴史的に「同質」
な社会であることを前提としたものであり、20世
紀末以降、移民の流入等による多様性や不均一性
が、平等を目指すメカニズムを弱体化させ、北欧
型福祉国家に変容をもたらしているという（Kvist 
et. al. 2012）。
本稿では、北欧諸国における移民受入状況の特
徴を把握するとともに、移民の急増がもたらして
いる社会への影響とその理由の説明を試みたい。
まず、20世紀末までの北欧諸国における移民政
策の状況を簡単に概括する。次に、移民に対する
寛大な態度を支えてきた北欧型の普遍的福祉国家
と所得平等度、その背後にある市民の一般的信頼
について説明する。そして、20世紀末以降の変容
について紹介し、移民の増加が北欧型福祉国家に
与える影響を検討する。
２．移民を送り出す国から受け入れる国へ
北欧諸国は、20世紀前半まで、人口の移出超過
を続けてきた。遅れた工業化と貧困、冷涼な気候
による食糧・燃料の欠乏、貧弱な自然資源、ヨーロッ
パの中の辺境という不利な立地や戦火のため、多
くの市民が北欧諸国内・諸国外へ、仕事や食べ物
を求めて国境を越えて移動していった。一方、20
世紀後半以降は、経済が好調な時には労働力とし
ての移民を受け入れ、特に190年代以降は人道主義
に基づいて積極的に難民を受け入れていった。（表
１参照）
2015年 にOECDか ら 発 行 さ れ た Indicators of 
Immigrant Integration 2015 Settling Inで は、OECD
加盟国を受入の時期と受け入れた移民の学歴に
よってタイプ別に8つの類型3 に分けている。これ
によれば、アイスランドを除く北欧四カ国は、人
道的移民の目的地として近年移民が増加した国と
いう類型を形成した。人道的移民とその家族は、
送り出し国での学歴が多様であり、受入国人口に
占める割合はそれほど高くない。人道的移民とそ
の家族のほとんどが受入国の言語を母語としない
ため、統合が難しく、就労率、貧困率が受入国住
民よりも高い傾向にある4。しかし、10年以上居住
者の3分の2以上は帰化している。統合政策が長期
的・積極的に行われ、公的サービスへの統合は堅
固に展開されており、移民は就労訓練を受入国住
表１　北欧諸国及び主要国における難民人口及び総人口に占める割合（1960年以降、UNHCR）
1960 1970 1980 1990 2000 2010 2013 %(2013)
Denmark 2,300        2,000       1,800        32,906       71,035       17,922      13,170      0.24
843,2dnalniF          13,276 252,11427,8 0.21
Iceland 85 244 38 20.097
Norway 3,000 2,000 6,000 19,581 47,693 40,260 46,106 0.92
Sweden 26,000 000,02 20,000 109,663 157,220 82,629 571,411 1.20
France 245,935 158,543 121,958 193,000 132,508 786,002 784,232 0.37
Germany 197,000 115,000 94,000 816,000 906,000 962,495 765,781 0.23
000,005setatSdetinU 500,000 403,684 464,887 508,222 475,462 266,362 0.08
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民と同じように受けることができる。（表２参照。
OECD 2015:11-32）
表２　先進諸国における移民受入の分類
分 類 該 当 国
１ 開拓移住先定住国 オーストラリア、カナダ、イスラエル、ニュージーラ
ンド
２ 労働力長
期受入国
高学歴移民急増国 ルクセンブルク、スイス、イギリス、アメリカ
３ 低学歴移民定着国 オーストリア、ベルギー、フランス、ドイツ、オランダ
４ 人道的移民急増国 デンマーク、フィンランド、ノルウェー、スウェーデン
５ 労働力新
規受入国
低学歴移民急増国 ギリシャ、イタリア、ポルトガル、スペイン
６ 高学歴移民急増国 キプロス、アイスランド、アイルランド、マルタ
７ 国家再編による移民（国境変
更・少数民族等）受入国
旧東欧諸国（ブルガリア、ルーマニア除く）
８ 移民受入抑制国 ブルガリア、チリ、日本、韓国、メキシコ、ルーマニ
ア、トルコ
出所：OECD 2015を参考に筆者作成
他の、専門職や非熟練労働者を労働力移民とし
て受け入れている国は、いずれの労働者を受け入
れるにせよ就労訓練等の統合政策を用意する必要
が低い。また、国家（国境）の再編等による移民
を受け入れる国では、言語や文化の比較的近い移
民が移入してくるため統合のハードルが低いこと
が多い。これに対して人道的移民は、受入国の労
働力需要に合わせることが難しい。それだけでな
く、言語・文化面でこれまでとは全く異なる生活
環境におかれる。そのため就労面で不利になりや
すく、貧困リスクが高くなりやすい。さらに、こ
うした移民を普遍的福祉国家が受け入れた場合、
手厚い統合政策の受給者となる。すなわち、受入
国にとって最も費用負担の大きい移民ばかりを受
け入れることになる。それでも、北欧諸国では、
特にスウェーデンとノルウェーでは、総人口の約
１％にあたる難民を受け入れてきた。
３．普遍的福祉国家と平等、信頼
このように、移民の増加、特に人道的移民の増
加に伴い、受入国では移民の社会的統合のための
負担が増大する。財政停滞期にある国ぐにでは、
こうした負担に対する市民の目は厳しくなる。で
は、北欧型の福祉国家では、移入民の増加はどの
ような影響を与えるのであろうか。この問題を検
討するために、次に北欧の普遍的福祉国家システ
ムの構造を検討しよう。
普遍主義的福祉国家における社会政策は、制度
への信頼が重要な意味を持つ。幅広い配分に必要
な高い負担への納得と合意を得なくてはならない
からである。そのためには、フリーライドなどの
集合行為問題を最小に抑え、制度が不偏・公正に
機能していること、自らの負担が給付として戻っ
てくることが実感として感じられるように制度を
設計・運営していくことが重要になる。所得再分
配も、公的サービス供給も、移民の社会的統合も
制度への信頼の上になりたっている。
コルピとパルメは、社会保障制度の対象者が選
別的な国の方が貧困と所得格差が大きいことを11
か国の先進諸国のデータをもとに示した（「再分配
のパラドックス」）。この議論は、相関関係を示し
たのみで因果関係を説明したものではないとする
批判もあるが、少なくとも普遍主義的福祉国家に
おける高い経済的平等度の達成を示し、そのメカ
ニズムを一定程度説明したといえる。普遍主義的
な給付は、税が給付として還元されるという実感
を通じて納税への支持をもたらし、一方で可処分
所得を稼働収入に連動させることで労働へのイン
センティブを高める。さらに、フリーライダーが
いないことで連帯感が高まるというものである。
（Korpi & Palme 1998）
一方、アスレイナー (Uslaner 2003)は、市民の一
般的な信頼は、民族多様性や、平均的な所得の高
さ、教育水準の高さや提供される福祉、新聞の購
読率や政治的透明性などのいわゆる充足感や市民
意識との関係は弱く、富の平等な分配と正の相関
関係にあることを、世界価値観調査の広範なデー
タを用いて示した。彼は、34カ国の比較データから、
経済的不平等が大きいほど、信頼が低下すること
を示した。このことから、公共への信頼のレベル
が高い社会は、平等を志向する再分配政策に多く
の経費を使用することに積極的であり、さらなる
平等を生みだす好循環virtuous circleをもたらすと
説明する。
また、ロートステインとストッレは、一般的な
信頼は、政党や議会、内閣の政策や方針によって
左右されるのではなく、制度のあり方に左右され
ると主張する。不偏impertialで、正当かつ公平な
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政策と制度の経験が、市民の一般的な信頼を発達
させるために重要であるというのである。
彼らは、統計的手法を用いてこうした議論を裏
付けている。マクロレベルでは50か国の比較調査
を行い、制度や秩序と社会的信頼が正の相関関係
にあることを示した。（Rothstein & Stolle 2002）
また、スウェーデンにおけるミクロレベルの分析
では、政治機構と一般的信頼との間の相関関係は
弱く、政策・制度の不偏性と一般的な信頼との間
には正の相関関係があることを示した。また、選
別的福祉制度の当事者、福祉制度の選別的な要素
の強い地域と、一般的信頼との間には負の相関関
係があることを示した（Rothstein & Stolle 2002、
Rothstein & Stolle 2003）。
すなわち、制度や政策が不偏、公正であること
が一般的な信頼と結びつく。そして選別的な福祉
制度の下では制度の不偏性や公正さを保つのは難
しい。したがって、市民の他者に対する一般的な
信頼は、普遍的な福祉制度の下で醸成しやすいと
いうことになる5。（図３参照）
図３　北欧型普遍国家における平等と信頼のメカニズム
　　　（筆者作成）
完全雇用に根差した普
遍主義（Kvist et.al.,2012） 
平等(Korpi and 
Palme 1998) 
一般的信頼
(Uslaner 2003) 
不偏・中立な制度
(Rothstein and Stolle 2003) 
実際、OECD（2011）統計によれば、北欧四カ
国6は先進諸国の中で他者への高い信頼レベルを示
した人の割合が最も高い国ぐにであった（2008年）。
さらに、所得がより平等に分配されている国（2000
年代半ば）ほど、高い信頼レベルを示した人の割
合が高いことも示された。（図４参照）
図４　信頼と所得不平等（OECD 2011）
４．移民の流入と格差拡大のメカニズム
ところが、2000年以降、北欧諸国における所得
格差には明らかな変化が生じている。表３及び図
５－１、図５－２は、1985年から2010年までの北
欧諸国と主要国の再分配後のジニ係数と相対的貧
困率のデータとそれをグラフにしたものである
（OECD Stats Extracts）。再分配後のジニ係数は、
最も変化の小さいデンマークとノルウェーでも25
年間に約15%、最も変化の大きかったスウェーデ
ンでは35％の増加を示している。相対的貧困率は
さらに大きく変化し、増加を示している。変化の
比較的小さなノルウェーで17.2％、変化の最も大き
かったスウェーデンでは175.8％の増加を示した7。
前節で述べたように、北欧型普遍的福祉国家で
は、普遍主義とこれに伴う不偏・中立な制度が平
等な社会と一般的信頼を形作ってきた。しかし、
移民の大量な流入が状況を変化させた。北欧がもっ
ぱら受け入れてきた人道的移民は、前節で述べた
ように負担が大きい。限られた資源の多くが配分
されていく。それまでの経済的平等は大量の移民
の流入によっても少しずつ拡大していく。格差の
拡大が一般的な信頼を低下させ、再分配への不支
持、普遍主義からの脱却をもたらしている可能性
がある（図６参照）。既存の再分配への不満が排外
主義政党への支持につながっているのであろうか。
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図6　平等と信頼のメカニズムの変化（筆者作成）
信頼の低下 
格差拡大 移民・失業者増 
移民の流入 
再分配への不支持 
普遍主義からの脱却？
そこで、ここでは1990年代以降の移民流入規模
の拡大、所得格差の拡大、排外主義を標榜する政
党の躍進が、北欧型福祉国家に与える影響につい
てそのメカニズムとともに検討しよう。
移民人口の規模と、再分配あるいはその結果と
しての経済的平等には何らかの相関関係や因果関
係が見られるのであろうか。アメリカや米欧の比
較分析研究では、民族の多様化や人口に占める移
民割合の増加が、公的社会支出を抑制し、再分配
に対する態度を消極的にさせることが示されてい
る。例えば、ローマーらの研究（Roemer et.al., 
2007）は、アメリカにおける公的社会支出の低さ
を例に、民族の多様化が再分配への支持を低下さ
せることを示した。ソロカ（Soroka et.al.,2006）も、
移民人口規模の変化と社会支出規模の変化とは負
の相関関係にあると指摘した。では、なぜ民族多
様化や移民の増加は、再分配への支持を消極的に
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年
率困貧的対相）後配分再（数係ニジ
1985 1990 1995 2000 2005 2010 1985 1990 1995 2000 2005 2010
デンマーク 0.22 0.23 0.21 0.23 0.23 0.25 6.0% 6.2% 4.7% 5.1% 5.3% 6.0%
フィンランド 0.21 0.22 0.22 0.26 0.27 0.26 5.2% 5.6% 4.1% 5.5% 6.6% 7.4%
ノルウェー 0.22  0.24 0.26 0.28 0.25 6.4%  7.1% 6.3% 6.8% 7.5%
スウェーデン 0.20 0.21 0.21 0.22 0.23 0.27 3.3% 3.6% 3.7% 5.3% 5.3% 9.1%
アイスランド   0.28 0.25  6.3% 6.3%
フランス   0.26 0.29 0.29 0.30  7.6% 7.2% 7.2% 7.9%
ドイツ 0.25 0.26 0.27 0.26 0.30 0.29 5.6% 5.5% 7.2% 7.6% 9.1% 8.8%
日本 0.30  0.32 0.34 0.33 0.34 12.0%  13.7% 15.3% 15.7% 16.0%
イギリス 0.31 0.35 0.34 0.35 0.33 0.34 6.7% 13.7% 10.5% 11.0% 10.5% 10.0%
アメリカ 0.34 0.35 0.36 0.36 0.38 0.38 17.7% 17.5% 16.7% 16.9% 17.0% 17.4%
表３　北欧諸国及び主要国におけるジニ係数及び相対的貧困率の変化（1985-2010年、OECD）
図５ー１　再分配後のジニ係数の変化（1985-2010） 図5－２　相対的貧困率の変化（1985-2010）
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させるのであろうか。
フィンセラーシュは、ゼノフォビアが福祉国家
における市民の社会的連帯を否定していく「反連
帯」指向と、積極的再分配を支持しながらも排外
主義を掲げる政党を支持する有権者が、占拠の争
点として再分配よりも反移民を優先させる「焦点
の散逸distraction」が、移民の増加と再分配によ
る所得格差是正効果の縮小の背景にあると指摘す
る（Finseraas 2012: 23-44）。
前者は、単純な異文化に対する不寛容やゼノフォ
ビアが直接的に再分配を抑制するというものであ
る。このような移民が社会的連帯を阻害するとす
る反連帯仮説anti-solidarity hypothesisに対し、フィ
ンセラーシュは、旧東欧を除いたヨーロッパ諸国
の量的分析から相関関係は見られなかったことを
指摘している。（Finseraas 2008）
一方、アレシナら（Alesina and Glaeser 2004）も、
米欧の比較研究から、移民や民族の多様化とそれ
に対する反感や不寛容が単純に社会的連帯を阻害
するのではなく、政党行動がカギになるとして異
論を唱えている民族の多様化が進んだ国ほど経済
格差を容認するが、それは政党が支持を得るため
の切り札として移民問題に焦点を当てるためであ
るというものである。
同様に、ローマーもアメリカにおける公的社会
支出の低さは、移民が政治課題の焦点となった場
合、再分配支持者層が分裂し、再分配志向の政党
が弱体化するからである、と説明する。再分配の
非支持者は移民への分配にもともと寛容ではない。
しかし、再分配の支持者には移民に対する分配に
非寛容な者もいる。再分配と移民政策のいずれか
の選択を迫られた場合に、再分配支持者が分裂し、
再分配を支持する左派の獲得票が右派へと流れる。
移民問題によって選挙の争点が分散されること
で相対的に再分配への政策上の重みづけが下が
ることにより再分配が後退する。フィンセラー
シュはこうした焦点の散逸が再分配を消極的に
させているとし、これを焦点散逸仮説distraction 
hypothesis（Finseraas 2012）と呼んでいる（図７）。
図７　焦点散逸仮説
焦点の散逸 
移民問題 
寛容 排除 
再分配 
支持 左派 
不支持 右派 
出所：Finseraasらの議論をもとに筆者作成
そこで、次節では、この焦点散逸仮説が、北欧
諸国において有効であるかどうか、台頭する排外
主義政党がどのような政策選択をしているのかに
着目しながら確認しよう。
５． 北欧諸国における排外主義政党の台頭と
政治的焦点の散逸
北欧諸国では、伝統的に比例代表制の選挙制度
をとり、複数の大規模から中規模の政党が比較的
安定的に存在してきた。政党は、伝統的統治や既
存の社会階層の保持を主張する保守、都市住民の
支持層を基盤とし自由経済を主張するリベラル派、
穏健な労働運動を出身母体とする社会民主主義政
党、ソビエトモデルを追求した歴史的背景を持つ
急進労働運動を母体とする左派、そして左派と保
守の両者の要素を持つ農民運動を起源とし、1980
年代に名称変更が相次いだ中央党の5つのラインが
５大政党を形成してきた。これに比較的小政党で
あるキリスト教民主主義政党が加わったのが典型
的な北欧の政党の見取り図である。1980年代後半
以降これに環境運動や急進右派、そしてポピュリ
スト政党が加わるようになってきた。
政府は、通常この5大政党（＋α）の多くが参加
する連合政権によって構成され、合意形成型の政
治を行うことを基本としてきた。多様な利益の折
り合いをつけるために、政策は合理的でかつ対象
者や受益者を広範に取り込もうとしてきた。これ
が普遍主義的福祉国家の一つの基盤でもある。
ところが、1990年代以降、移民の受入れに否定
的な排外主義を掲げるナショナリスト政党の台頭
が顕著になってきた。北欧諸国でもノルウェーで
は、反移民派の支持を得た進歩党が1980年代後半
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以降支持を急速に拡大し、2005年の総選挙では
22.1％の票を得て第2党に躍り出た。デンマーク
では、2001年に得票率12％に躍進したデンマーク
国民党が反移民政策を掲げ、当時の中道右派政権
に影響力を及ぼし、難民の受入制限や移民家族へ
の就労条件を強化した。2015年6月の総選挙では、
21％、37議席を得て第2党となった。スウェーデン
においても、2010年の国政選挙で移民排斥を主張
するスウェーデン民主党が初めて議席を獲得し、
2014年には約12％の得票を得て第3党に躍進した。
さらに、フィンランドでは、排外主義を主張する
真のフィンランド人党が2011、2015年の選挙で約
20％の得票を得た。2015年選挙では第2党となり、
連合政権に初めて参入した。（表５参照）
こうした排外主義を標榜する政党の台頭は、北
欧諸国の再分配政策にどのような影響を与えてい
るのであろうか。前節でみたように、移民問題へ
の対応が政党の切り札とされ焦点が散逸されたた
めに、再分配が「二の次」とされてしまうのであ
ろうか。
国
名 
実施
年 
環境・
女性政党 左翼政党 
社会民主
主義政党
中央党・
農民政党
自由主義
政党 
保守主義
政党 
キリスト
教政党 
極右・ポピュ
リスト政党 
党名 赤緑連合 
社会主義
人民党 
社会民主
党
社会民主
党
 
ヴェンスト
ラ（左） 
社会自由党、
自由同盟 保守党 
キリスト
教人民党 
デンマー
ク国民党
1998 5 13 63 42 7 16 4 13
2001 4 12 52  56 9 16  4 22
2005 6 11 47 52 17 18 0 24
2007 4 23 45  46 14 18 0 25
2011 12 16 44  47 26 8 0 22
2015 14 7 47  34 21 6 0 37
 党名 
環境党・
緑 
左党 
社会民主
労働党 
中央党 
国民党・
自由党 
穏健統一
党 
キリスト
教民主党 
スウェーデ
ン民主党
1994 18 22 161 27 26 80 15  0
1998 16 43 131 18 17 82 42 0
2002 17 30 144 22 48 55 33 0
2006 19 22 130 29 28 97 24 0
2010 25 19 112 23 24 107 19 20
2014 25 21 113 33 19 84 16 49
 党名 
緑同盟、環
境党・緑 
左党 中央党 
国民連合
党 
スウェー
デン人党 
キリスト教
民主同盟 
真のフィン
ランド人党
1995 10 22 63 44 39 11 7 1
1999 11 20 51 48 46 11 10 0
2003 14 19 53 55 40 8 7 3
2007 15 17 45 51 50 9 7 5
2011 10 14 42 35 44 9 6 39
2015 15 12 34 49 37 9 5 38
 党名 環境党 
社会主義
左党 
労働党 中央党 自由党 保守党 
キリスト教
民主同盟 進歩党 
1993   13 67 32 1 28 13 10
1997   9 65 11 6 23 25 25
2001   23 43 10 2 38 22 26
2005   15 61 11 10 23 11 38
2009   11 64 11 2 30 10 41
2013 1 7 55 10 9 48 10 29
表５　北欧諸国における1990年代後半以降の政党配置（議席数）
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再びフィンセラーシュの議論に戻ってみたい。
前節で見たように、民族多様化の程度と再分配へ
の態度には相関関係はない（Finseraas, 2008）。同
様に、クレパツは、移民が雇用や賃金で脅威とな
らなければ、再分配は支持される（Crepaz, 2007）
こと、外国人の規模と福祉国家への支持は相関関
係がない（Crepaz, 2006）ことを指摘している。
そこで、フィンセラーシュは、焦点散逸仮説を
ベースにして、ゼノフォビアは再分配に対して間
接的に影響することを主張する。すなわち、左派
は再分配と多文化の包摂の両者に積極的な傾向が
あり、右派は両者に消極的な傾向が見られる。し
かし、再分配と移民政策で有権者が選択を迫られ
たとき、再分配支持者が分裂し、支持を減少させる。
結果として左派は再分配に消極的になってしまう。
では、北欧諸国の排外主義を標榜する政党の主
張を見てみよう。
デンマーク国民党は、1995年に設立された排外
主義を明確に主張する政党である。2001年から
20011年、2015年以降のヴェンストレ（右派）政権
に協力することで、政策に強い影響を及ぼそうと
してきた。
スウェーデン民主党は1988年に設立された。
2010年の国政選挙で20議席を獲得し、その後支持
を飛躍的に伸ばし続けている。スウェーデン民主
党は再分配を否定せず、福祉フリーライダーとし
ての移民を鋭く批判している。
真のフィンランド人党は、1995年に設立され、
地方部に支持基盤を持つ。再分配には積極的であ
るが、衰退し、失業率が上昇する地方部で移民の
流入に対して反感を持つ住民の支持を取り込んだ。
2015年の選挙で第二党になったのを機に初めて中
央党、国民連合党とともに政権与党に参加した。
ノルウェー進歩党は、1980年代後半に大量の難
民が流入してくると、反移民政策を掲げ急速に支
持を伸ばした。しかし、過激な差別的主張に対し
て一時支持を失うと、1990年代には主張を同化政
策へ転換した。さらに他の政策では他政党と同調
路線を選択すると再び支持を伸ばし、2005、09年
の選挙で第二政党となると、2013年の選挙では右
派政党と連合を組んで初めて政権に加わった。（岩
﨑2009）。
以上みてきたように、4つの国の排外主義を標榜
する政党は比較的新しく設立され、国政選挙で一
定の支持を得るようになった。これらの政党は、
排外主義という点では共通しながらも、再分配に
は消極的なもの（デンマーク国民党、ノルウェー
進歩党）もあれば、むしろ再分配には積極的な主
張をする政党（スウェーデン民主党、真のフィン
ランド人党）もある。したがって、排外主義であっ
ても必ずしも再分配に消極的であるわけではない。
しかし、連合政権への参画状況をみると、左派
政権に参画した例はいまだなく、右派または中道
右派政権に参画することが散見される。すなわち、
排外主義政党と親和性の高い政党は右派政党とい
うことができる。
図８　北欧における再分配と移民への態度の政党配置
 （筆者作成）
移民への態度 
寛容 排除 
再分配 
積極的 左派政党 
 
 
 
 
消極的 リベラル政党 
 
デンマーク国民党 
ノルウェー進歩党 
右派政党 
スウェーデン民主党 
真のフィンランド人党 
政権連立 
再びフィンセラーシュらの議論に戻りたい。再
分配に積極的な左派政党は、多文化に寛容である。
また、普遍主義を標榜するため、排外主義を容認
できない。一方、再分配に消極的な右派政党は、
経済活動に有利な場合に限って多文化を許容する
が、雇用や福祉支出などの脅威となる場合には多
文化（移民の流入）に厳しく対応しようとする。
したがって、排外主義政党は連合政権では右派政
党と結びつく。多文化・移民の流入に反対する人
びとは、再分配に積極的であってもなくても右派
政党を支持することになる（Finseraas 2012）。結
果として、右派政党への支持が増加することにな
る。これが再分配へ消極的態度をとることにつな
がり、移民の流入や多文化が再分配にもたらす「間
接的な」影響となる。
さらに北欧諸国における移民への態度を詳細
に見ていこう。イェルデスとヴァーデンショー
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は、移民が負担を上回る給付を受給しているため
に福祉国家の経済に圧力をかけていると指摘する
(Gerdes & Wadensjö 2012: 187-199）。スウェーデ
ンでは、1960年代から80年代までの労働力移民の
流入は財政に正の効果をもたらしたが、90年代以
降の難民の移入は財政に負の効果をもたらしてい
る。財政への影響は小規模であるが、市民の納税
意識に負の影響を及ぼし、北欧型福祉国家の持続
可能性を損なう要因の一つになっていると主張す
る。
これが、完全雇用を志向する（前提とする）北
欧型の福祉国家にとって、大きな足かせとなる。
人道的移民の受入れに寛大さを見せてきた北欧諸
国では、失業率の高い難民等の社会的統合のため
に費やすコストが大きくかかる。クヴィストらは、
北欧福祉国家の「極度な仕事と雇用志向extremely 
oriented towards work and employment」が、人
道的移民の寛大な受入と相まって再分配への支
持を急速に失わせていることを指摘する（Kvist 
et.al., 2012）。北欧諸国は、経済的不平等（所得格
差）に対して、金銭給付による垂直的再分配より
も、年齢やジェンダー、個人の多様な状況にかか
わらずできるだけ労働市場への参加を促すことで
自立の機会を最大化し、解決を図ろうとしてきた。
完全雇用への就労支援は新たな雇用を生むととも
に、失業者をタックスペイヤーへ転換させること
で普遍的福祉国家を可能にさせてきた。したがっ
て、これまでの北欧諸国ではミーンズ・テスト付
きの選別的な社会扶助は寛大であっても小規模で
済んできた。この状況を変えたのが人道的移民で
あった。特に、1990年代後半、さらに2000年代末
のアメリカ発の金融不況（リーマンショック）以
降の経済停滞期には、排外主義政党による「移民
よりも福祉」言説が「切り札」として支持を得た
のである。
５．むすびにかえて
トレゴードは、スウェーデンにおいては、国家
は、慈善や家父長的関係などにみられるインフォー
マルな権力の濫用や「そうした依存の結びつきtie」
から個人を自由にするものと考えられてきたと説
明する (Trägårdh 2007: 26-30)。スウェーデンに限
らず、北欧諸国においては、国家は市民を統治す
るというよりも、むしろ保護を通じて個人を自由
にするものとしてとらえられてきた。さらに、高
度な所得再分配への支持に裏付けられた経済的平
等が、市民を自由で互いに信頼できる存在として
きた。
しかし、移民の流入によって市民の同質性が失
われ、普遍的福祉国家とその再分配に対する支持
が浸食されていく。特に経済不況期に、移民の労
働市場への統合が難航すると大量の移民失業者が
発生し、再分配への支持が失われてしまう。寛大
な普遍的福祉国家が、グローバルな人口移動規模
の拡大によって変化を迫られている。
注釈
1 実際、移民が「少数」といえる規模を超えれば
排除の対象にはなりえず、統合するよりほかは
ない。一方、移民がごく少数であれば管理下に
おいて統合を図ることが可能である。このよう
に考えれば、一定の規模を持った少数派として
の移民は、利益／抗議集団として影響力を持つ
だけでなく、受入側の社会が統合へのきめ細や
かな対応をすることは困難になる。こうした一
定規模の移民の受入国は、その対応に苦慮する
ことになると考えられる。
2 2012年。ここでの移民とは、外国で出生したか、
または、少なくともいずれかの両親が外国で生
まれた住民を指す。
3 8つの類型は、①開拓移住先国、②労働力移民長
期受入国（高学歴移入民）、③同（低学歴移入民）、
④近年の人道的移民受入国、⑤労働力移民新規
受入国（低学歴移入民）、⑥同（高学歴移入民）、
⑦国家再編による移民、⑧移民受入抑制国であ
る。北欧4カ国は④に分類された。（アイスラン
ドは⑥に分類。）
4 EU内全体では移民の就労率は受入国市民に対し
て3％低く、OECD全体では1％高い。これに対し
て、北欧諸国は-7％（フィンランド）～ -14%（ス
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ウェーデン）下回っている。
5 普遍主義と所得平等度の関係については、コル
ピとパルメも「再分配のパラドックス」で、同
様の指摘をしている。（Korpi & Palme 1998）
6 アイスランドを除く。
7 アイスランドを除く。なお、デンマークとフィ
ンランドは1985年から2010年までの25年間のう
ち最も相対的貧困率の低かった1995年と2010年
の間の変化をみている。
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１．はじめに
日本では1980年代後半以降、労働、留学、結婚
などさまざまな理由により来日する外国人が増加
を見せていった。かれらは労働者、一時的滞在者
としてみなされがちであったが、次第に日本での
滞在が長期する者があらわれ、ライフサイクルの
多様な時期を日本で暮らす者が増えるなど、その
状況は変化を見せてきた。
日本経済が不景気であっても、母国より経済的
に豊かであることから、かれらは家族・親族の生
活を支えるために日本滞在を選択する／せざるを
えないことも多い。そのため、かれらの生活は経
済的側面に大きく規定されがちであるが、一方で、
日々の生活を営む中で、疾病、結婚、妊娠、出産、
子育て、就職、失業等、様々なライフイベントを
日本で経験するようになった。だが、かれらの地
域での生活の様相を見るならば、日本での生活は
必ずしも順調に営まれているとは言えず、労働に
かかわる支援を始め、生活全般に対する支援＝生
活支援を時には必要とする存在でもある。
本稿では、①日本に暮らす外国人住民の概況、
②国レベルの外国人施策、③自治体レベルでの外
国人施策、④地域での生活支援実践、⑤「多文化ソー
シャルワーク」実践へ向けた取り組みの把握と検
討を通して、地域での外国人住民への生活支援充
実に向けた課題を明らかにすることを目的とする。
２．日本における外国人施策の変遷と課題
（1）日本に暮らす外国人住民の概況
日本の外国人政策はこれまで基本的には、日本
にやってくる移民、労働者の増加と定住を抑制す
る方向であった。例えば、技能実習制度や、経済
連携協定に基づくインドネシア、フィリピン、ベ
トナムからの外国人看護師および介護福祉士候補
者の受け入れなどは、年数を区切って外国人労働
者を受け入れるものであり、後者については日本
語習得及び国家試験合格という高いハードルが課
されている。
とはいえ日本の各地には現在、人口の２％に満
たないが、その国籍は193にのぼる外国人住民が生
活を営んでいる1）。産業構造等に関わって地域に同
国出身者の集住が見られるケースと、一方で、留
学や国際結婚等多様な背景を持つ外国人が地域に
散在しているケースとが見られる。国籍別には中
国や韓国・朝鮮籍を筆頭に、フィリピン、ブラジル、
ベトナムの順に多い。永住者、特別永住者、定住者、
日本人の配偶者等の在留資格は、身分や地位に関
係するものであり、長期にわたり日本で暮らすこ
とが見込まれる。日本の外国人の半分以上はそう
いった長期滞在、永住が見込まれるもので占めら
れている。ただあくまでも、それは２％に満たない。
都道府県別では、東京都が圧倒的に多い。これ
は、外資系企業や各国大使館、大学が多く立地す
ることもあるが、第二次世界大戦の頃に日本にやっ
てきて生活を営むようになり、その後も地域に根
ざして暮らしている在日韓国・朝鮮人も多い。か
れらは大阪府や東京都等に多く暮らす。また2008
年のリーマン・ショック以降その様相は変化を見
せているが、例えば愛知県では、自動車会社の下
請け工場に、日系ブラジル人等の労働者が数多く
従事し、生活を営んできた。一時期に比べ外国人
女性と日本人男性との国際結婚数は減っているが、
30組に1組は国際結婚となっている。一方、国際結
婚に対し国際離婚が増加しており、離婚件数の15
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組に1組弱が国際離婚となっている2）。
（2）国レベルの外国人施策
では、国レベルでは、移民受け入れ抑制国にも
挙げられる日本であるが、外国人施策、なかでも
外国人住民に対する生活支援施策はどのように変
化を見せてきたのか。第二次世界大戦中には日本
人として位置づけてきた日本に暮らす韓国・朝鮮、
中国、台湾出身の人々は、第二次世界大戦後には
外国人と位置づけられ、生活支援施策から排除さ
れた。だが、1978年頃からの中国残留邦人とその
家族の受け入れ、また1980年代の難民受け入れ決
定に伴い、外国人住民を制度的に位置づけての生
活支援が行われるようになった。その後、1990年
代にかけての好景気の最中、外国人労働者が数多
く来日し、かれらの滞在が長期化するにつれ家族
形成や出産、子育てといったライフイベントを日
本で経験するようになっても、具体的な政策的対
応はなされなかった。
2006年頃に、日本で育つ多文化の背景を持つ子
どもたちの不就学、不登校の問題が明らかになっ
てきた3）。また国はこの頃、多文化共生を地域で推
進していくためのプランを策定するよう各都道府
県に通知を出した。だが2008年の世界的金融危機
（リーマン・ショック）によって、日本に定住して
住み慣れた地域で暮らしていこうと家を購入する
などしていた日系人らは仕事を失ってしまった。
そうした状況を受けて、定住外国人への支援の取
り組みが必要であるとの認識が国レベルで高まり、
日系定住外国人を支援対象とした取り組みが打ち
出された4）。
その後2012年９月には新しい在留管理制度が施
行され、外国人登録から在留カードに切り替わる
などしたが、外国人住民への生活支援という観点
からの施策の変化は大きく見られないまま今日に
いたる。
国レベルでの生活支援施策の現状は、各省庁レ
ベルでは例えば文化庁が生活者としての外国人の
ための日本語教育の地域での推進を行っている。
また、先に述べたように子どもの教育は文部科学
省が、日系外国人への支援施策は内閣府がといっ
たように、各省庁間の連携による取り組みではな
く、それぞれの省庁が別個に行っている。対象限
定の連絡会議やワーキンググループができてはい
るが十分ではない5）。ましてや、NGOなどが提言
しているような、多文化共生庁や移民省といった
外国人施策を統合的に担う省庁は、いまだない。
（3）地方自治体レベルの外国人施策
一方、地方自治体レベルでは第二次世界大戦後、
当事者の在日韓国・朝鮮人など実際に地域に暮ら
している外国人住民だけでなく、日本人もともに
運動を展開し、また、革新自治体も積極的に差別
解消のための取り組みを行ってきた。その結果様々
な制度・政策が独自に実施された。「国際化」の呼
び声のなか、当初は国際交流、国際協力に関する
取り組みが中心だったが、地域の「内なる国際化」
の必要性が提示され、地域に暮らす外国人の生活
への着目もなされるようになり、1990年代以降そ
の取り組みは変化を見せた。また、1995年の阪神
淡路大震災をきっかけに、大阪府や兵庫県など被
災地で暮らす外国人が、日本語が分からないこと
で被災後の生活に苦労を抱えている現状が見られ、
地域での「多文化共生」に向けた取り組みが必要
との声が上がった。そうした声に呼応するかたち
で、日本各地で地方自治体レベルでの施策が展開
していった。
このように国レベルでは統合的な移民政策がで
きないなか、例えば神奈川県などの県域レベルで
支援体制がつくられてきた。市町村レベルではな
く県域レベル（もしくは政令指定都市レベル）で
取り組みがなされる要因としては、埼玉県を例に
考えるならば、外国籍住民の比率は1.7％ほどにす
ぎないが、川口市の中国籍をはじめとする集住や、
北部の群馬県に近い市町などでは比較的ブラジル
人、ペルー人が多く暮らしているといったように、
集住地域は点在しており、また来日背景及び滞在
理由も異なっている。だが、それらの市町村が独
自に相談窓口などを作って外国人住民への支援を
行うには、政策的位置づけ、予算、人材確保等に
おいて十分ではないことから、直接援助を十分に
提供できない状況がある。そのため、県レベルの
相談窓口を設置することによって外国人住民自身
が電話相談をしたり、行政担当職員・関連部課が
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それらの窓口を利用し通訳対応協力等を得ている
のが、現在の自治体レベルでの取り組みの状況で
あり、補完的な役割を県が担っていると言える6）。
（4）外国人住民に対する施策の課題
次に外国人住民に関わる課題が、施策レベルで
どのように把握され、課題が提起されているのか
をまとめたい。
まず、外国人施策においては、外国人住民を生
活者として位置づける必要があること、そして様々
な問題を抱えているがその問題を解決するために、
専門性の高い相談業務を担う人材、即ち多文化ソー
シャルワーカー等の育成が必要だと述べている（総
務省2006）。
一方で社会福祉関連の様々な施策としては例え
ば、2000年に出された厚生労働省（旧厚生省）の
報告書において、社会的援護を必要とする人々を
包み支え合うようなソーシャル・インクルージョ
ンのための社会福祉を模索する必要があること、
そしてつながり構築のための１つの提言として、
外国人に対するワンストップサービスのような総
合サービス機能が必要だと述べている。また個性
を尊重し、異なる文化を受容する地域社会づくり
のために、外国人や孤立する人々も視野に入れた
コミュニティーワークなどの開発が期待されると
述べている。さらに､ 2008年に出された『これか
らの地域福祉のあり方に関する研究会報告書』で
は、社会的排除の対象となりやすい少数者の例と
して、外国人が位置づけられている。そして一方
で地域の意識が変わることも必要だと指摘してい
る。
このように外国人関係施策からも、また福祉分
野の施策からも、外国人住民の生活問題が地域の
なかで見られること、それに対する支援体制や多
文化ソーシャルワークが必要だと提起されている
のが現状である。ただ、それよりも早い時期から
外国人住民に関わる課題、なかでも生活支援の課
題は、地域の支援団体のなかで顕在化をしており、
それらに対応するためのさまざまな取り組みが行
われてきた。
3．地域における生活支援実践の展開
（1）民間レベルでの生活支援実践の展開
第二次世界大戦後の民間団体による在日韓国・
朝鮮人などの権利獲得運動に始まり、1980年頃か
らは外国人労働者や留学生といった様々な来日・
滞在目的の人々が増えていくなか、新しくやって
くる「ニューカマー」外国人への支援として、日
本語ボランティア団体や国際交流団体、ドメス
ティック・ヴァイオレンス（以下、DV）被害にあっ
た外国人女性のためのシェルターなどが設立され
た。その後、「多文化共生」という言葉に見られる
ように、阪神淡路大震災を契機に、日本語ボラン
ティア団体のネットワークだけでなく、多文化共
生センターや外国人を支援する組織の設立やその
活動が広がりを見せてきた。2000年以降には、そ
ういったネットワークのなかで解決しない課題を、
体制を作り支援を行うといった仕組みづくりの試
みの時期に入ってきた。
（2）日本語ボランティア団体の増加
外国人数が増加した1980年代後半から、日本語
ボランティア団体が各地で立ち上げられた。日本
語ボランティア教室は現在では、例えば埼玉県内
では120団体ほどになる7）。日本語ボランティア団
体は1990年以降に増加を見せており、日本人が外
国人に日本語を教えている。ボランティアは主婦
が中心だったが、自分の地域コミュニティでコミュ
ニティセンターや国際交流ラウンジを借りて、日
本語教室を行っている。
こうした場が外国人にニーズがある理由として
は、日本には移民政策がなく、アメリカのように
第二言語としての日本語を学ぶ機会がないことが
あげられる。日本に来て、すぐ仕事を探して、派
遣業者を経由して大企業の第二次・第三次の請負
工場などで働く。しかしそこには、ブラジル人、
あるいは中国人しかおらず、日本語を学びたくて
も学ぶ機会、使う機会がない。また、国際結婚を
して日本語があまり分からないまま地域で生活を
営むことによって、地域で孤立したり、夫婦間の
力関係が不均衡になりDVを受けるといった状況も
見られる。そのため日本語を学びたいと地域の日
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本語ボランティア教室にやってくる人は、多くい
る。ただ、ボランティアの多くは主婦や学生、社
会人であり、多くても週１回から３回程度しか時
間を割けないため、回数的には不十分ではあるこ
とが多い。
日本語を学ぶ外国人住民が日本語以外に期待し
ていることとして、生活情報を得たい、友達をつ
くりたい、そういった期待も多い。毎週のように
顔を合わせるにつれ信頼関係が構築されていくと、
「実はこういうことがあって」と生活相談を受ける
ようになっていった。
（3） 外国人支援NPOが抱えるジレンマと課題
提起
そうした外国人住民のニーズに対し、日本語を
教えるだけで精いっぱいだから、対応しないとい
う団体も多かったが、ボランティアの個々人に対
応するか否かをゆだねる団体も多かった。しかし
１団体もしくは１個人で生活支援を請け負うには
あまりに複雑で複合的な問題も多く、ボランティ
アのバーンアウトやクライエントとの共依存関係
も見られた。そのためボランティア団体は団体間
のネットワークを作り、支援を行う中で生じてき
た課題を相談しあう関係を構築してきた。それが
例えば神奈川県では、医療通訳派遣のシステム作
りや多文化ソーシャルワークの検討へとつながっ
ていった。
外国人住民の相談に呼応する形で、では生活相
談も積極的に行おうとNPO法人格などを取得し幅
広い事業を展開している団体もある。ただ、どこ
まで支えるのかというジレンマが、ボランティア
が中心となって活動を行う団体には常につきまと
う。国が制度的な対応をしない、施策化をしない
なかで、外国人住民から生活相談を受け支援を行
うものの、あまりに時間的精神的負担が大きくボ
ランティアが燃え尽きることもある。また、ボラ
ンティアは生活支援に関わる社会福祉制度などに
詳しいとは限らない。相談をしてきた外国人住民
をどのような社会資源や制度へつなげばよいのか
わからずに、自身が直接支援をするなど抱え込ん
でしまい、結果疲弊してしまう状況が見られた。
外国人支援NPOもまた、支援をしていくなかで、
様々なジレンマを抱えている。
外国人DV被害母子の支援を行っている「カラカ
サン～移住女性のためのエンパワメントセンター」
（以下、カラカサン）では、ケースワークを行って
いくなかでどこが調整の中心を担っていくのかが、
大変難しいとこれまでの取り組みと調査を踏まえ
て指摘する（カラカサン2010）。結局、言語も分か
り外国人住民の置かれた状況も分かるカラカサン
宛に、市役所の各部課や様々な団体から相談が来
るという状況が見られるという。支援を行ってい
る家族の全体像を、どこでどのように把握すれば
よいのか、現在どのような支援状況になっている
のかが見えないという問題が明らかになった。こ
のように当事者に対し、多様な組織機関がそれぞ
れ支援を行っているものの、その全体像が見えな
いことから、カラカサンはこれまでの取り組みと
調査を踏まえ、連携協働システムや、公的な機関
による多文化ソーシャルワーク実践の必要性を指
摘している。
（4）生活支援実践を通して見えた課題
以上を踏まえ、各現場において見えてきた課題
を整理したい。例えば、市町村自治体には、国際
化担当の部課があることが多いが、そうした部課
が外国人住民への相談対応や生活支援をメインの
業務としていることはまずない。市庁舎内に外国
人相談窓口が設置されている自治体も少数ながら
存在するが、毎日開かれているわけではなく、ま
た開設時間、対応言語も限定的である。相談者と
ともに関係部署・関係機関への同行支援を行える
スタッフがいることも、まずない。一方、福祉援
助職も、支援対象の中心が外国人というわけでは
ないため、在留資格の知識を持たないことが多い。
また、クライエントの言語にどのように対応する
のかが分からず、十分な支援ができないこともあ
る。埼玉県内の外国人支援NPOでは、電話や対面
による年間700件ほどの生活相談に５人ほどのス
タッフで対応し、状況に応じて同行支援なども行っ
ている。個別に十分な対応を行うには、NPOの現
状の資金及び人員体制では限界があるが、一方で
長期的に相談者に関わることが可能であり、また
問題解決後も身近な隣人として寄り添い、見守る
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ことが可能である。
国際課や外国人相談窓口それぞれの強みもある。
市町村の国際課等であれば、他部署の業務につい
ても詳しくまた、庁内で連絡を取りやすい。市町
村設置の外国人・多言語相談窓口であれば、各部
署との連絡も比較的行いやすく、必要に応じて説
明を行ったり、通訳補助として同行しやすい。社
会福祉、法律等の各専門相談機関は、専門分野に
ついて詳しく、関連する社会資源も熟知しており、
通訳等の活用ができれば、適切かつ充実した支援
を提供できる可能性がある。こうした各種社会資
源の強みを生かしつつ、充実した支援を展開して
いくための一つの方法として、外国人住民の生活
支援ニーズの解消を図る文化的多様性に配慮した
社会福祉援助実践としての多文化ソーシャルワー
クが、各地で注目されるようになった。
４． 埼玉県での多文化ソーシャルワーク推進
への模索
（1）全国での取り組み
多文化ソーシャルワーク実践に向けての取り組
みは、近年各地で行われている（図表１）。
その特徴は大きく３つに類型化できる（図表２）。
研修を主に行う神奈川県のようなケース、研修後
に拠点を設置し３名雇用した愛知県のようなケー
ス、公益社団法人埼玉県社会福祉士会（以下、埼
玉県社会福祉士会）のように、勉強会や研修を行っ
ていくなかでネットワークを形成していくケース
である。
神奈川県の講座は、国際協力NGOや外国人支援
団体からの提言を基に神奈川県が計画に位置づけ、
公益社団法人かながわ国際交流財団に委託をして
実施している8）。日本で外国人支援をするに当たっ
て必要とされる研修プログラムとして、貧困、女
性と子ども、メンタルヘルス、ソーシャル・イン
クルージョンなどをテーマに据え、具体的な支援
ケースの検討及び、ソーシャル・アクション、また、
現場を知るためのフィールドワークなどを取り入
れている（鶴田2015）。
一方、埼玉県社会福祉士会の多文化共生ソーシャ
ルワーク委員会（以下、多文化委員会）では、年
に1回の公開研修で県内の外国人支援団体のメン
バーを講師として招き、埼玉県内の外国人住民が
抱える課題や支援の課題を学んでいる。また2012
年度には、県内のNGOへの訪問や外国人集住地域
図表１　各地での多文化ソーシャルワークの取り組み
地域 実施主体 内容 主な対象者 開始年
全国 日本社会福祉士会 研修（2015 年度まで）調査
社会福祉士（研修は一般も可）
－ ―
東京 都社会福祉士会 研究会 社会福祉士 ―
神奈川 県・県民部（県国際交流財団へ委託） 講座 / ML・フォローアップ講座 外国人支援をしている人、社会福祉士等 2008
神奈川 県社会福祉士会 研究会 社会福祉士 2014
埼玉 県社会福祉士会 研究会・研修相談対応・ネットワーキング 社会福祉士を中心に誰でも 2006
埼玉 県国際交流協会 「多文化ソーシャルワーク推進事業」検討会議・視察・調査・研修
検討委員、研修は社会福祉士、外国人支
援をしている人等 2014
栃木 県国際交流協会 講座 外国人支援をしている人、社会福祉士等 2013
群馬 県国際課（県社福士会他） 講座 社会福祉士、精神保健福祉士、準ずる者 2008
静岡
浜松市 市国際交流協会 講座 外国人支援をしている人、社会福祉士等
2008
単年
愛知 県国際課（県国際交流協会に委託→移管 (2012）)
養成・活用事業→３名配置（県国際交
流協会） 外国人支援をしている人、社会福祉士等 2006
筆者作成
図表２　多文化ソーシャルワークの取り組みの類型と特徴
類型 例 メリット デメリット
研修型 神奈川県 柔軟なテーマ設定、講師（当事者・支援者）のエンパワメント、「多文化」「ソーシャルワーク」それぞれの専門家の出会い
講座終了後のネット
ワーク形成の困難
拠点設置型 愛知県 雇用・専門的対応の実現、当事者のエンパワメント、問題の複雑化の防止 費用対効果、アウトリーチの困難
ネットワーキング型 埼玉県社会福祉士会 継続的な場の形成による出会い・課題共有の実現、「ソーシャルワーク」専門家の「多文化」理解の進展 迅速な対応の困難
筆者作成
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へのフィールドワーク等を行った。その結果、県
内のどこで、誰が、どのような支援をしているか
が明らかになり、不定期に関係組織・機関と連絡
を取り合うにつれ、ゆるやかなネットワークが形
成されてきた。なかでも公益財団法人埼玉県国際
交流協会（以下、埼玉県国際交流協会）との関係
が構築されるにつれ、様々な場面で相互協力が行
われるようになった。
（2）埼玉県での展開
2012年度に多文化委員会は、埼玉県内の外国人
支援組織・機関の訪問を実施した。埼玉県国際交
流協会へは同年8月に、初めて委員会として訪問を
行った。2013年度の公開研修では国際交流協会が
受託、運営する「外国人総合相談センター埼玉」
の実践報告を柱に、外国籍住民の相談支援ニーズ
への理解を深め、福祉・医療現場、生活の場にお
ける支援のあり方を考える機会とした。その後多
文化委員会は、埼玉県国際交流協会主催の通訳研
修、外国人相談ネットワーク研修会への協力等を
行った。双方のメンバーが顔の見える関係になっ
ていくにつれ、また双方の取り組みが互いに理解
されるにつれ、頻繁にではないが外国籍住民の相
談ケースについて相互に問い合わせるケースも見
られるようになった。
埼玉県国際交流協会は平成26年度に公益財団法
人自治体国際化協会（以下、国際化協会）の助成
による「多文化ソーシャルワーク推進事業」（以
下、推進事業）を実施した。多文化委員会からは
委員長と副委員長が推進事業検討委員会に参加し
た。事業では外国人支援者と医療・福祉などの専
門家による「多文化ソーシャルワーク研究会」の
開催、研修会の開催、先進地域視察等を通して埼
玉県における外国人支援の課題についての検討を
行い、その結果、先進地域と同様の施策実施に向
けた課題として、①予算確保、②多様な機関及び
人的資源との連携促進の2点が明らかになった。
そのため埼玉県国際交流協会は引き続き、国際
化協会の助成を受け平成27年度に「多文化共生社
会資源連携推進事業」を実施した。前年度に明ら
かになった課題を受け、課題の共有化と解決に向
けた関係強化を目的に「多文化ソーシャルワーク
研究会」の開催、多文化共生支援機関状況調査、
在住外国人意見聴取会実施、研修会の開催、先進
地域視察等の取り組みを行い、今後考えうる事業
の方向性を検討した。
2か年にわたる推進事業への参加を通して多文化
委員会が得た成果は６点にまとめられる。①埼玉
県国際交流協会との連携強化、②埼玉県国際課及
び社会福祉課等、関連課担当職員との関係構築、
③相互学習機会の増加、④多言語相談員との困難
課題への相互協力、⑤他地域先進事例の共有によ
る共通認識の醸成、⑥研修企画と実施を通した埼
玉県国際交流協会、多文化委員会、行政、多言語
相談員、ボランティア通訳らメンバー間のゆるや
かなネットワークの構築である。埼玉県国際交流
協会と多文化委員会の関係構築過程及び推進事業
の取り組みは、多文化に精通した支援者とソーシャ
ルワーカーとが相互に協力できる体制づくりの必
要性を、実感する機会となった。だが、経常的な
場を設けるには場・人・予算の確保が必要である
点もまた、明らかになった9）。
（3）「連携」の現在地点
多文化委員会の活動展開の過程においては、埼
玉県国際交流協会との相互交流を通した問題意識
の共有化と協力関係の構築、また県主催（2013年
度からは埼玉県国際交流協会が受託）の外国人相
談ネットワークへの参加を通して、地域の多様な
関連機関、社会資源との日常的な顔の見える関係
が作られてきた。さらに、県国際課、県社会福祉
課、外国人相談員、通訳ボランティア等をメンバー
とする埼玉県国際交流協会の在住外国人支援「多
文化ソーシャルワーク」推進事業への参加（自治
体国際化協会：平成26年度　助成事業）を通して、
地域でのネットワーキングと多文化ソーシャル
ワーク体制実現に向けた連携・協働体制の検討及
び推進へと歩を進めつつある。
県レベルでの多様な社会資源との関係性は、点
在する組織・機関への訪問を通した支援拠点の「点」
レベルでの認識から、ゆるやかなネットワークに
より必要に応じて相互に照会しあえる「線」へ、
さらには「面」としての県全域を見渡した複数機
関及び多職種による「多文化ソーシャルワーク」
27
第11回大会の記録（2015年8月）／シンポジウム「日本における外国人施策の変遷と地域での生活支援実践の展開」／門美由紀
を展開できる基盤づくりと連携へ向けた取り組み
へと展開する過程にある（図表３）。
図表３　 多文化共生ソーシャルワーク委員会の活動展開
－点から線へ、そして面へ
２０１４～：地域でのネットワーキングと多文化ソーシャル
ワーク体制実現に向けた連携・協働体制の推進
埼玉県国際交流協会の在住外国人支援「多文化ソーシャルワーク」推進事業への参加
（自治体国際化協会：平成26、27年度 助成事業）
参加メンバー：県国際課、県社会福祉課、外国人相談員、通訳ボランティア等
～２０１３：地域における多様な関連機関、社会資源との
日常的な顔の見える関係づくり
埼玉県国際交流協会との相互交流を通した
問題意識の共有化と協力関係の構築
県主催（2013年度～県国際交流協会）
の外国人相談ネットワークへの参加
筆者作成
礒・飯島（2016）は連携を「共有化された目的
を持つ複数の人および機関（非専門職を含む）が、
単独では解決できない課題に対して主体的に協力
関係を構築して目標達成に向けて取り組む相互関
係過程」と定義する。また吉池・栄（2009）は連
携を「①単独では解決できない課題の確認、②課
題を共有しうる他者の確認、③協力の打診、④目
的の確認と目的の一致、⑤役割と責任の確認、⑥
情報の共有、⑦連続的な協力関係」というプロセ
スであると述べている。埼玉県国際交流協会と多
文化委員会との出会いから現在に至る過程はまさ
に外国人住民への生活支援という「単独では解決
できない課題の確認」を経て、研修等の相互協力
を通して「課題を共有しうる他者の確認」をし、
埼玉県国際交流協会からのソーシャルワーク推進
事業への「協力の打診」を経て推進事業での検討
を通して「目的の確認と目的の一致」の段階にあ
るといえよう10）。
６． おわりに－外国人住民への生活支援充実
に向けて
外国人住民に対する多文化ソーシャルワークが
検討される背景には、言葉や心、制度利用、情報
へのアクセスといった、外国人住民が生活課題を
解決することを困難にする「壁」の存在とそれへ
の気づきがある（門2012、2016）。外国人住民が日
本語ボランティアや外国人支援NPOに相談する段
階では、多様な「壁」の存在によって既に問題が
複雑化しており、簡単に問題が解決しない状況が
見られる。本稿で見てきたように、国レベルの移
民施策がないなか、利用可能な制度や市町村レベ
ルの社会資源につなげていく役割を、これまで民
間団体が担ってきた。外国人住民への生活支援充
実を目指すにあたっては、都道府県、市町村、民
間団体の各レベル及び各組織・機関のメンバーに
期待される役割が存在する。また、当事者として
の外国人住民も取り組み主体として位置づける視
点が必要である。
外国人住民への生活支援を充実させるには、地
域レベルの体制づくりと専門的対応へ向けた知識・
技術の整理と統合を車の両輪としてそれぞれ充実
させていくことが求められる（図表４）。地域レベ
ルの体制づくりにおいては、基礎自治体または民
間団体の具体的な取り組みを通した、地域限定的
もしくは対象限定的な基盤づくりと、広域自治体
による取り組みを通した広域的な基盤づくりが必
要とされる。また専門的対応へ向けた知識・技術
の整理と統合には、言葉や文化、母国の制度理解
など多文化に関わる専門性と、生活支援ニーズに
即した対応のための制度、社会資源の知識、相談
援助技術などソーシャルワークに関わる専門性そ
れぞれの整理と統合、また双方の活用と支援者レ
ベルでの相互協力が求められる。
図表４　外国人住民への生活支援の充実に向けた課題
専門的対応へ向けた知識・技術の整理と統合
言葉や文化、母国の制度
理解など
多文化に関わる専門性
生活支援ニーズに即した対応のため
の制度、社会資源の知識、相談援助
技術など
ソーシャルワークに関わる専門性
地域レベルの体制づくり
＜地域or対象限定的な基盤＞
　基礎自治体または民間団体に
よる具体的取り組み
＜広域的な基盤＞
広域自治体による取り組み
生活支援の充実に
必要な両輪 
筆者作成
以上を踏まえ最後に、外国人住民への支援充実
のための多職種連携の仕組みづくりへ向けた今後
の取り組み課題を述べる。それぞれの専門性・立
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場を活かした当事者が抱える真のニーズの理解と、
包括的・継続的な支援のための地域を基盤とした
①当事者を取り巻く「環境」の課題の把握、②外
国人住民が活用できる社会資源の発見・開発、③
児童関係、母子支援関係等既存の連絡協議会等で
の外国人住民の抱える課題に関するテーマ化とそ
の検討、④市町村・ブロック（近隣市町村）レベ
ルでの、外国人住民の生活支援に関わる機関によ
るネットワーキングの構築・チームアプローチ、
定期的なケースカンファレンスなどの方法の検討
と開催、⑤共通課題を解決するための連携の仕組
みづくりの検討である。そしてそれらを担う主体
としての、行政や各専門職、地域住民に加え、当
事者である外国人住民、多言語相談員、通訳ボラ
ンティア等の参加と役割の検討も求められる11）。
今ヨーロッパでは、インターカルチュラル・シ
ティ構想として、市などに暮らす外国人を荷物と
してではなく社会資源として捉え、その当事者の
参加をもって、地域の街づくり、都市づくりを行
う取り組みがなされている（国際交流基金2012）。
日本でも、外国人を「支援される対象」として固
定化してみなすのではなく、ともに暮らす住民、
また多様性をもたらす社会資源として位置づけ、
ともに支えあいともに暮らす地域を創り上げてい
くこと、そのための支援の仕組みづくりが課題で
ある12）。
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社会福祉士のかかわり方、アセスメントシート
等の整備、リスクマネジメント等について議論
を進めている。
11）具体的には広域自治体である県域レベルでの
支援体制づくりと、市町村ブロックレベルでの
具体的なネットワーキング、また、チームアプ
ローチやケースカンファレンスなどが考えられ
る。また、多文化ソーシャルワークの推進へ向
けた取り組みにおいては、神奈川県の研修や埼
玉県のネットワーキングの実践を踏まえるなら
ば、外国人住民、多言語相談員、通訳ボランティ
アといった当事者や代弁者がそういった取り組
みにいかに関与、参加するのかが、課題となる。
外国人住民が例えば、講座の講師として関わる
ことを通してエンパワメントされる側面もあれ
ば、地域のエスニック・コミュニティにある外
国人住民が把握する社会資源と、日本の制度や
支援団体・支援者との間をインターフェイスと
して繋ぐ役割を担うことで充実した支援が可能
になるなど、当事者の参加は、支援の充実にあ
たって大変重要な要素といえる。
12）本稿は2015年度のシンポジウム発表内容を論
文化したものであるが、データや参考文献、取
組等、2016年6月末現在の状況を一部反映させて
いる。
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東洋大学社会学部
荻野剛史
1.はじめに
1）問題の所在・本稿の目的
近年、シリア難民など中東諸国で発生している
難民の増加に伴い、難民に対する関心が高まって
いる。鉄道の線路上を歩く難民の集団の姿、ボー
トで命からがら他国に到着したものの、到着先の
国境警備隊に押し返される難民の姿などが日々報
道されている。これらの出来事は遠い過去の話で
はなく、現在生じている事象のごく一部である。
詳細は後述するが、難民とは、一般に迫害など
を背景に国籍国（及び無国籍者にとっての常居所
国。以下、国籍国と無国籍者にとっての常居所国
を祖国と総称する）以外の国への移住を強いられ
た人々を指す。難民保護を担う国連機関である
UNHCR（United Nations High Commissioner for 
Refugees：国連難民高等弁務官事務所）は、難民
問題の恒久的な解決方法として、(1)自主帰還、(2)
庇護国における社会統合、(3)第三国定住の3点を
挙げている（国連難民高等弁務官事務所 更新年不
明）。(1)は難民が自主的に祖国に帰還すること、(2)
は庇護を求めた他国で生活すること、(3)は、祖国
や(2)以外の国で住民として生活することを表すが、
(1)は、祖国の安定化という大きなハードルを要す
るため、現実的には(2)や(3)が当面の現実的な解決
方法になる。この場合他国の政府が難民の定住を
受入れる必要があるが、今回の一連のシリア騒乱
では、ドイツを中心とする欧米各国が難民として
シリアから避難した人々を受入れた。しかし単に
難民に対して国境を開くだけでは不十分であり、
難民を受入れた国では、難民に対して保護や支援
を提供することが必要である。
一般的に(2)や(3)による保護は長期間にわたる。
この間、難民のニーズは変化することから、支援
を提供するにあたり、難民の実像を理解する必要
がある。日本は、1970年代に大量発生したベトナ
ム難民の一部の定住を受入れたが、当時滞日ベト
ナム難民（以降、ベトナム難民）は「助けが必要
な人」といったイメージで捉えられていたものと
考えられる。難民は祖国外への移住を強いられた
人々であり、この移住によってそれまで築いてき
た生活基盤を失った。その点において「助けが必
要な人」であるものの、移住先の国で失った生活
基盤の再構築を試みる人々でもあり、単に「助け
が必要な人」との捉え方だけでは不十分である。
この点に関し川上は、ベトナム難民の受入れから
30年が経過した段階において「私たちは彼らをい
つまで『難民』と呼ぶのか」（川上  2008: 106）と、
ベトナム難民の捉え方に関する問題提起を行って
いる。しかし管見の限り、難民の捉え方に関する
議論は進められてこなかった。
以上の背景のもと、本稿では、各種の先行研究
や諸調査の結果から、ベトナム難民の捉え方を検
討することを目的とする。
2）日本に居住している難民
日本には現在、条約難民、第三国定住難民、そ
して本稿の関心対象であるベトナム難民が大半を
占めるインドシナ難民が居住している。それぞれ
の定義と受入人数などは、次のとおりである。
①　条約難民
条約難民とは、いわゆる難民条約１）上の難民と
しての保護を求めて、祖国から他国に逃れた人々
を指す。この条約では難民を「人種、宗教、国籍
もしくは特定の社会的集団の構成員であることま
たは政治的意見を理由に迫害を受けるおそれがあ
●東洋大学社会福祉学会　第 11 回大会／
【シンポジウム】
ベトナム難民の捉え方
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るという十分に理由のある恐怖を有するために、
国籍国の外にいる者であって、その国籍国の保護
を受けられない者またはそのような恐怖を有する
ためにその国籍国の保護を受けることを望まない
者」と定義している。すなわち①人種等の理由に
よって迫害を受けた、または受ける恐れがある、
②そのため祖国外の国にいる、③祖国の保護を受
けられない、または受けることを希望していない、
を満たした人々を指す。実務上は、法務大臣に対
する申請に基づき、難民である旨の認定（難民認定）
を受けた人々が諸保護の対象となっている。制度
開始（1982年）から2015年末までの間で、660人が
条約難民として認定された（これに加え、2,446人
が人道上の配慮として、日本での滞在が認められ
ている）。（法務省 2016）
②　第三国定住難民
第三国定住難民とは、かつて生活していた祖国
を脱出して、難民として祖国外の国（A国）の難
民キャンプなどで生活していた人々のうち、人道
支援などの一環として第三国（B国）政府により、
B国での定住を認められた人々を指す。日本の場
合、2008年の内閣官房難民対策連絡調整会議の決
定により、2010年度からパイロットケースとして
毎年約30名ずつ受入れ始めた。このパイロットケー
スを踏まえ、2015年度からは本格的な受入れを開
始し、2015年末までの間に105名を受入れた（法務
省 2016）。
③　インドシナ難民（ベトナム難民）
インドシナ難民は、1975年前後にインドシナ3国
（ベトナム・カンボジア・ラオス）で生じた政変を
背景に生じたベトナム難民・カンボジア難民・ラ
オス難民の総称である。ベトナム戦争の結果、資
本主義国である南ベトナムと社会主義国である北
ベトナムが統一し、現在のベトナム社会主義共和
国となった。この統一の際、多くの南ベトナム住
民に迫害を受ける可能性が生じ、また実際に迫害
を受けた。(a)これらの迫害から逃れるために周辺
各国に避難した人々（後述する表1の「国内」「海
外」）、また(b)この政変前から留学生等として来日
しており、政変によって帰国できなくなった人々
（同、「元留学生等」）、そして、(c)祖国外の国で生
活している(a)(b)によって呼び寄せられた家族（同、
「ODP」）をベトナム難民という。またラオス難民・
カンボジア難民も、カンボジア・ラオスにおいて、
ベトナムと同時期に生じた政変を背景に生じた難
民である。後述のとおり日本は1978年からインド
シナ難民の定住を受入れ、これまでにベトナム難
民、カンボジア難民、ラオス難民それぞれ8,656名、
1,357名、1,306名の定住を受入れた（公益財団法
人アジア福祉教育財団難民事業本部 更新年不明）。
なおインドシナ三国での政変はすでに終息してお
り、制度上新たなインドシナ難民が発生すること
はない。
以上条約難民、第三国定住、そしてインドシナ
難民（ベトナム難民）の定義や受入人数などを確
認した。本稿の関心対象であるベトナム難民は、
日本に居住している難民の中で最も早い段階で日
本での定住を開始した難民であり、最も多数を占
める。また条約難民と異なり、法務大臣による難
民認定を受けていないことが、特徴として挙げら
れる。
2.ベトナム難民の祖国脱出から定住開始まで
次に、ベトナム難民の祖国脱出から定住開始ま
での経緯を述べる。
1）祖国脱出・難民キャンプ到達
前述のとおり、ベトナム難民発生の直接的な要
因はベトナム戦争である。ベトナム戦争終結の直
前から、戦争の終結を知ったベトナム人（主に南
ベトナム人）は、迫害から逃れるため、また今後
生じる可能性のある迫害を恐れ、祖国ベトナムを
脱出した。一部のベトナム人はベトナムに駐留し
ていたアメリカ軍（米軍）の援助によって、家族
や友人とともにベトナム国外に脱出した。また米
軍の援助を得ることができなかったベトナム人は
自力で、海路や陸路をつうじてベトナム国外に脱
出した（それぞれボート・ピープル、ランド・ピー
プルと呼ばれる）。この場合は、家族全員がいちど
きに脱出することは困難だったため、将来的な再
会の実現を期待しつつ離別し、家族の中で稼働能
力の高い者を先に送り出した。
ボート・ピープルの場合、直接日本に到達した
ベトナム人もいるが、大部分は海上で民間船や軍
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艦に救助された。しかしそもそも出国できず、ま
た不法ゆえ沿岸警備から銃撃を受けて死亡するな
ど、出国自体が失敗することも多数あった。また
出国できてもボートの故障や食料の枯渇、荒天や
海賊による襲撃などにより、大多数の者が途中で
落命したとされる。
以上の方法・経緯を以て祖国を脱出したベトナ
ム人は、航海の途中で救助され、あるいは自力で
ベトナムの近隣諸国に設置された難民キャンプに
到達し、定住先の国が決まるまでの期間滞在し、
衣食住などの保護を受けた。
2）難民キャンプから日本到着まで
難民キャンプで過ごしていたベトナム難民の多
くはアメリカでの定住を希望していた。この背景
にはすでに親族がアメリカで生活していたこと、
ベトナム人にとってアメリカはなじみ深く、「自由
の国」というイメージを持っていることがある。
しかしアメリカ政府は希望者の一部しかアメリカ
での定住を認めなかったため、アメリカでの定住
が認められなかったベトナム難民は他国での定住
を選択せざるを得なかった。そのような折、1978
年から日本政府がベトナム難民の日本定住を認め
るようになり、「同じアジア系のため、顔が似てい
る」などの理由で、一部のベトナム難民は日本で
の定住を希望するようになった。そして日本政府
の審査により日本での定住が許可された者は、空
路で来日した。
3）日本到着直後・地域社会での定住開始
日本に直接到達したベトナム難民、海外の難民
キャンプを経て日本に到達したベトナム難民は、
日本到着直後から、暫定的に民間団体（主に宗教
団体）設置した「一時滞在施設」に滞在し、日課
である「学習」「運動」「作業」などを行いながら
日々を過ごした。1978年までの間、日本政府はベ
トナム難民の日本への定住を認めていなかったた
め、この間に日本に到達したベトナム難民はこの
施設に滞在し、受入先国が決まり次第UNHCRの援
助により受入先国に移動した。一方、日本政府は
1978年の閣議決定によりベトナム難民の日本での
定住を認めるようになり、希望するベトナム難民
表１　日本におけるインドシナ難民の定住許可数
年 '78 '79 '80 '81 '82 '83 '84 '85 '86 '87
国　内 3 2 50 48 216 395 738 484 129 262
海　外 - 92 346 393 217 248 229 240 149 291
元留学生等 0 0 0 742 0 0 0 0 0 0
O D P 0 0 0 20 23 32 12 6 28 26
合　計 3 94 396 1,203 456 675 979 730 306 579
年 '88 '89 '90 '91 '92 '93 '94 '95 '96 '97
国　内 164 152 171 263 239 97 84 30 1 1
海　外 193 194 321 370 411 300 165 85 4 4
元留学生等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
O D P 143 115 242 147 142 161 207 116 146 152
合　計 500 461 734 780 792 558 456 231 151 157
年 '98 '99 '00 '01 '02 '03 '04 '05 計
国　内 5 1 0 0 0 1 0 0 3,536
海　外 5 5 9 40 15 9 18 19 4,372
元留学生等 0 0 0 0 0 0 0 0 742
O D P 122 152 126 91 129 136 126 69 2,669
合　計 132 158 135 131 144 146 144 88 11,319
注：「国内」「海外」「元留学生等」「ODP」の説明は、注2を参照。
　出所（公益財団法人アジア福祉教育財団難民事業本部 更新年不明）より筆者作成
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は、日本での定住を選択できるようになった。
表1は、日本政府が定住を許可したインドシナ難
民数の変遷である。
1978年、3名の受入れから始まり、1981年にはピー
クを迎えた（1,203人）。その後も毎年数百人単位で
推移し、2005年の88名を最後に、受入制度が終結
した。来日経緯別に見ると、「国内」が3,536人、「海
外」が4,372人、「元留学生等」が742人、「ODP」が2,669
人となっている。1995年前後までは「国内」や「海外」
が多数を占める。また1988年からは「ODP」が増
加している。これは、「国内」「海外」「元留学生等」
として来日した者の日本での生活が一定程度安定
し、一旦離別した家族を祖国から迎えられるよう
な状態になったためと考えられる。
日本政府は、日本での定住を選択したベトナム
難民に諸教育・諸援助を提供するため、日本語教
育や社会生活適応指導、職業斡旋等を行う入所型
の施設である、姫路定住促進センター（兵庫県姫
路市）、大和定住促進センター（神奈川県大和市）、
国際救援センター（東京都品川区）を、外務省の
外郭団体（アジア福祉教育財団難民事業本部）を
つうじて設置した。入所期間は6ヶ月間（時期によっ
て異なる）であり、この間、日本での定住を選択
したベトナム難民はこの施設で生活しながら、日
本語教育や社会生活適応指導（日本での生活方法
の教示：例えば電車の乗り方、ごみの排出方法等）
などの教育を受けた。また入所期間終了近くにな
ると、施設から職業斡旋を受けた。そして仕事や
居所が確保でき次第、この施設を退所したのであ
る。
以上のプロセスを経て、ベトナム難民は日本の
地域社会での定住を開始した。一部のベトナム難
民は帰国したが、現在でも多数のベトナム難民が
日本で生活している。
3.ベトナム難民の定住生活
次に、以上の経緯を経て日本での定住を開始し
たベトナム難民の生活を概観する。
1）ベトナム難民が抱える生活のしづらさと支援
本稿の冒頭で述べたとおり、ベトナム難民は強
制性の強い移住によって、それまでに蓄積したほ
とんどの生活基盤を喪失した。それゆえ否応なく、
日本では生活のしづらさを経験した。このため先
ず、ベトナム難民が日本の生活で経験した生活の
しづらさについて、特に地域生活開始当初におけ
るにおける生活のしづらさと、それ以降に生じた
生活のしづらさを、先行研究・調査から概観する。
さらに、ベトナム難民が抱えている生活のしづら
さを緩和するために提供されてきた諸支援を概観
する。
①　地域生活開始当初における生活のしづらさ
表２　インドシナ難民が抱える生活のしづらさ
項目
80年調査 82年調査 84年調査
割合 順位 割合 順位 割合 順位
日本語に関する問題 59.0% 1 58.7% 1 25.9% 1
生活費に関する問題 38.5% 2 34.1% 2 14.7% 2
職場の問題 20.5% 3 （項目なし） （項目なし）
　職業への適性 （項目なし） （項目なし） 7.4% 4
　職場での人間関係 （項目なし） 12.3% 6 6.9% 7
病気に関する問題 20.5% 4 13.0% 5 （項目なし）
学校に関する問題 15.4% 5 10.9% 7 （項目なし）
住宅に関する問題 15.4% 6 24.6% 3 （項目なし）
外国人登録等役所での手続きに関する問題 12.8% 7 10.2% 8 7.3% 5
習慣の相違に関する問題 10.3% 8 13.3% 4 9.1% 3
その他 46.2% - （項目なし） 9.7% -
注：各年とも第5位までが含まれる形で抜粋した。出所は注3参照。
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ベトナム難民が日本での定住を開始した当初に
経験した生活のしづらさについて、当時日本国際
社会事業団が行った調査から概観しよう。
表2は日本国際社会事業団が、ベトナム難民を中
心とするインドシナ難民に対して行った調査結果
の一部を抜粋したものである。各年とも、日本語
に関する問題が1位、生活費に関する問題が2位と
多数を占めている。
②　 一定程度の期間が経過した段階における生活
のしづらさ
次に、定住開始から一定程度の期間が経過した
段階で実施された調査結果を概観する（表3・4）。
表３　現在困っている項目（原口）
内容 （％）
「教育・学習・言葉の問題」 41.4
「就職・職業の問題」 36.7
「住宅の問題」 32.8
「経済的な問題」 32.0
「法律上の問題」 19.5
出所：（原口 2001: 44）より筆者作成。
表４　現在困っている事柄（内閣官房）
内容 （％）
「日本語の能力の問題」 43.6
「住居の問題」 36.1
「職場の問題」 23.2
「給与等の経済的な問題」 22.6
「教育・学習の問題」 17.0
出所： （内閣官房インドシナ難民対策連絡調整会議事務
局 1997: 59）より筆者作成。
この調査によれば、前項①で述べた、地域生活
開始当初におけるにおける生活のしづらさと同じ
ような項目、日本語に関する問題、住居の問題、
職業に関する問題、経済（収入）に関する問題な
どの存在が指摘されている。表2 ～ 4は調査対象者、
調査時期、調査方法等が異なるため一概の比較は
困難だが、受入れ制度が始まってから長期間経過
した時点においても様々な生活のしづらさを経験
している、と指摘できる。
③　生活のしづらさ緩和のために提供された諸支援
以上が、ベトナム難民が日本の生活で抱えた主
な生活のしづらさであるが、これらの生活のしづ
らさに対し、日本では誰が、どのような支援を提
供してきたのだろうか。公（政府）による支援は
述べたとおりであるが、民間による諸支援に関し、
荻野（2011）は日本国内でインドシナ難民支援を
実施したNGO団体の活動内容（1981年から2000年
までの20年間の活動）を分析している。各団体に
よって内容は異なるが「滞日難民宅への訪問」「相
談」「日本での生活情報提供」「図書館の運営」「文
化団体の運営支援」「奨学金支給」「教育（言語・
教科教育）」などが含まれており、これらは「日常
生活に対する支援」「文化継承のための支援」「そ
の両方に対する支援」の3支援に大別できる旨、指
摘している（荻野 2011: 16）。
また民間団体のみならず、インドシナ難民の近
隣に居住する日本人住民も、いくつかの支援を提
供してきたことが明らかにされている。荻野（2014）
は、インドシナ難民の集住地である神奈川県内の
A小地域で、インドシナ難民に対してサポートを
提供した個人や小規模な市民団体の主宰者に対す
る調査を行い、就職支援や居所などの確保、生活
保護の申請など全部で10カテゴリーを要素とする、
「生活基盤の確保」や「環境との交互作用」を促進
させるためのサポート、そして彼らの「日々の生
活の永続」させるためのサポートを提供してきた
旨、指摘している（荻野 2014: 107）。
2）ベトナム難民の定住化プロセス
一方、様々な生活のしづらさを抱えつつも、ベ
トナム難民は数十年にわたり日本で生活してきた。
荻野（2013）は、ベトナム難民の定住化プロセス、
特にベトナム難民と彼らにとっての「重要な他者」４）
とのかかわりに焦点化した定住化プロセスを、ベ
トナム難民に対するインタビュー調査から明らか
にしている。図1は、インタビュー調査で得たデー
タを修正版グラウンデッド・セオリー・アプロー
チ（M-GTA）を分析した結果である。
M-GTAでは、分析結果を図1のような結果図で
表すと同時に、結果図の内容をストーリーライン
という文章でも表す。以下は、図1のストーリーラ
インである（ストーリーライン中の「ベトナム難民」
は、滞日ベトナム難民を指す）。
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分析の対象となった「ベトナム難民」は、あ
る人からの紹介など【受動的な出会い】によっ
てある日本人と出会うことになる。それは生活
基盤の確立が十分でない中における貴重な日
本人との出会いと言える。他の日本人からは差
別的な扱いを受ける中、その人とは【差別なき
付き合い】ができ、またその人から【不安への
被援助】【適応のための被援助】など、日本で
生活し続けるための援助を受けることで、その
日本人との出会いに対して【『重要な他者』の
取得】という意味づけがなされる。「重要な他
者」から援助を受け、そしてその人に対してよ
り深い信頼感を持ち、それゆえまた援助などを
受けるというループ状の関係が構築される。こ
のように、「ベトナム難民」は〈受動的な『重
要な他者』の取得〉を経験することで、「重要
な他者」との付き合いの第一歩を踏み出す。
このように、出会いの当初は援助－被援助と
いう関係だったが、時間の経過によって〈『普
通』の付き合い〉も行う。たまには【かかわり
の回避】や【日本語での会話困難】によってコ
ミュニケーションが途絶えることもあるが、基
本的には上司からの指示に従って動いたり、職
場であいさつしたり、会社帰りに自宅に招いた
り…と言った、【普段の付き合い】が、〈『普通』
の付き合い〉の中心となる。しかし、「普通」と、
留保が付されているとおり、この付き合いの背
景には、ベトナム人ゆえ、「ベトナム難民」ゆ
え、また外国人ゆえの【ベトナム流の付き合い】
【『気遣い』ある付き合い】【『したたか』な付き
合い】【立場ゆえの指摘困難】という特徴も指
摘される。これらの背景には、前述の援助を受
ける立場やその人に対する「重要な他者」との
意味づけ経験、そして、自分が日本人とは少し
違うという感覚がある。
この【普段の付き合い】は、「ベトナム難民」
が「定住化」を進めていくためには必要なプロ
セスの一段階ではあるが、この付き合いによっ
て、前述の【立場ゆえの指摘困難】が強化され
ることもある。
その後も援助を受けることは継続している
ものの、滞日生活が続くにつれ、相手からもた
らされる【肯定的機会の被供与】や、自身によ
る【被援助経験の捉えなおし】に後押しされる
形で【『更なる』独立志向】を持つ。これらの
ことを背景として、当初受身的な存在だった彼
らは〈受身からの脱皮〉を試みる。
図１　ベトナム難民の定住化プロセス（結果図）
出所：（荻野 2013: 145）
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このようなプロセスを経て、彼らはこれまで
とは逆に、仕事上などで【相手への働きかけ】
を試みたり、援助－被援助の関係から一歩進ん
で【親近化の感覚取得】に至り、さらには【相
互扶助の感覚取得】という、相手との〈交互作
用の深化〉の方向に進んでいく。
以上のプロセスを経て彼らの「定住化」は進
んでいくが、このプロセスには〈違いの認識〉
が影響している。これは、もともと【違いある
付き合い】－言葉や考え方などがそもそも日本
人とは違う、という前提での付き合い－をして
いることに加え、日本人との付き合いにおける
ちょっとしたきっかけによって、これらの違い
の認識は、強化され、【よそ者感の取得】へと
強化されることになる。
出所：（荻野 2013: 143-4）
以上調査結果のストーリーラインを述べた。〈受
動的な『重要な他者』の取得〉をし、「重要な他者」
から様々なサポートを受け、徐々に「重要な他者」
と〈『普通』の付き合い〉を行うようになった。そ
の後さらに〈受身からの脱皮〉を図り、自立を志
向した。近年ではさらに、「重要な他者」との〈交
互作用の深化〉というプロセスを経ながら、ベト
ナム難民は日本での生活を送っているのである。
4.考察・結論
以上、先行研究等から日本における難民の状況、
ベトナム難民の定住受入れの過程を述べた。また
ベトナム難民の生活状況及び定住化プロセスを述
べたが、ベトナム難民は、難民となったことでは
様々な生活のしづらさを抱えながら生活せざるを
得なかったこと、生活のしづらさ解消のため、自
力で、また他者の力を借りながら来日から現在ま
で、日本で生活し続けてきたこと、さらに、当初
は受動的な存在であったが、近年ではより自立性
の高い生活を送るようになってきたことなどを指
摘した。
冒頭で述べたとおり、一般に難民は「助けが必
要な人」などと捉えられがちと思われる。ベトナ
ム難民の場合も来日間際や地域社会での定住を開
始した段階では「助けが必要な人」という側面も
あったものと思われるが、一方で難民となったこ
とによって喪失したそれまでの人生の再構築を試
みようとし、長きにわたる定住化プロセスを踏ま
え、実際に再構築を実現した人と言える。言い換
えれば、「レジリエンス（「生活上の困難から回復
する力」（得津 2003: 39））を持ち合わせた人々」
とも言える。
さらに「環境に対する影響力を持つ人」とも捉
えることができる。前述のとおり、ベトナム難民
の来日に伴い、政府はベトナム難民に関する制度・
設備の整備を行った。またNGOや地域住民はベト
ナム難民に対する諸支援を提供するようになった。
いずれも、ベトナム難民の存在から生じた事象で
あることから、環境に対する影響力を持つ人とも
言える。
5.おわりに
本稿では、先行研究等からベトナム難民の捉え
方を検討し、一般的な捉え方である「助けが必要
な人」だけで捉えるのは不十分であることを指摘
したが、本稿のおわりに、今後の課題を2点述べる。
第1点目として、ベトナム難民が持っているレジ
リエンスや環境に対する影響力を社会の中で活用
するための方策を検討することが必要である。ま
た第2点目として、本稿は先行研究・調査等からベ
トナム難民の捉え方を検討した。取り上げた先行
研究・調査等における調査地や調査対象者は異なっ
ている可能性があることは否定できない。また本
稿では3つの捉え方を提示したが、より詳細な捉え
方を検討することで、より適切な支援の実施に結
びつくことが想定される。よって、本稿の内容を
もとに、今後より詳細な調査・分析を行うことが
必要である。
注
1） 難民条約とは、難民の地位に関する条約（1951
年）及び難民の地位に関する議定書（1967年）
の総称である。
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2） 国内、海外、元留学生等、ODPは、次のとお
りである。国内：国内の一時滞在施設に滞在し
ていた者。海外：一旦海外の難民キャンプに滞
在し、政府の審査を経て来日した者。元留学生等：
ベトナム戦争終結時点で日本に留学しており、
その後帰国できなくなった者。ODP：合法出国
計画（ODP: Orderly Departure Program）に基
づき、家族に呼び寄せられる形で、合法的にベ
トナムを出国し、来日した者。
3） 80年調査…（社会福祉法人日本国際社会事業
団 1981: 30）より筆者作成。；82年調査…（社会
福祉法人日本国際社会事業団 1983: 22）より筆者
作成。84年調査…（社会福祉法人日本国際社会
事業団 1985: 4）より筆者作成。
4） ここでの「重要な他者」は、「隣近所の人や職
場の上司・同僚など、『ベトナム難民』の身近な
場面で彼らに対し『定住化』のための諸援助を
提供する特定の日本人」（荻野 2013: 22）を意味
する。
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